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　企業会計においては，会計処理の原則，手続，公表様式等の選択，会計的

事実に対する判断等が必要不司欠の要素であるが，従来それらは企業の経営

政策と結び付いた経営者の恣意的な意思決定によって行なわれていたことは

否定できないであろう。ところが戦後は証券取引法の制定に基く公認会計士

による強制監査の実施，　シャープ勧告に基く税法の整備によって，企業会計

は外から指導，規制，批判，監視されるようになった：。また証券取引法に支

えられた公認会計士による監査制度の発足に伴なう企業会計原則，財務諸表

規則の制定及びこれらと商法，税法との調整という実践上の課題の出現が会

計学の発展をもたらしたことは素直に認めなければならない。更に最近にお

いては商法上公認会計士監査を実施する商法改正が国会提出の運びとなっ

た。

　企業会計審議会は，「株式会社監査制度改正要綱案」による監査制度の円

滑な実施を確保するためには商法と証券取引法との会計基準を一一致させるこ

とにより両監査の実質的な一元化を図ることが緊要である，このため企業会

計原則の修正案をとりまとめるに至ったと述べて44年工2月に企業会計原則の

修正案を発表した。

　今回の企業会計原則の修正は商法監査と証取法監査との一元化を図る目的
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で行なわれたために，商法との調整を図るための修正部分に対しては会計学

者の間に理論的な後退とみる論評が少なくない。今回の修正は商法の計算規

定に企業会計原則を調整きせる方法で行なわれたが，歩み寄られる側の商法

計算規定は，企業会計原則の存在と証取法に支えられたその定着の影響を受

けて37年に改正されたものである。

　われわれが企業会計原則の修正案を検討し，更に進んで企業会計原則の性

格そのものについて論ずるには，商法における計算規定がどのように変遷し

てきたか，計算規定の改正は企業会計原則の主張をどのように受けとめたか

についての考察を欠くことができないと考えるのである。

2　13年改正法

　株式会社の企業活動は資本主義経済における私有財産制度と取引自由の原

則に基づいて行なわれる私的で自由な営利活動であるからその活動の成果を

測定する損益計算もまた本来は自由な方法と形式で行なわれて然るべきもの

である。そうでありながら株式会社では会社財産が会社債権者に対する唯一

の担保であるから，債権者其他会社と取引をなす第三者は財産の計算及び利

益処分に付いて重要な利害関係を持っており，又株主は直接会社業務の執行

に関与する機会を持たず，而も財産の計算及び利益処分に付いて重要な利害

関係を持っているので商法は会社の計算に関し規定を設けて会社債権者及び
　　　　　　　　　　　　　　（1）
株主の利益の調整をはかっている。

　商法における株式会社の計算に関する規定は昭和13年の改正以前にあって

は殆んど無きに等しい状態であったといっても過雷ではない。第4節「会社

ノ計算」は僅かに第190条から第198条までであって，『190条で計算書類の監

査役への提出を，191条で計算書類の本店備え付けを，192条で計箪書類の総

会承認と貸借対照表の公告を，193条で計算書類の総会承認による取締役及

ひ監査役の責任解除を，194条で利益準備金と額面超過：金の積立を，195条で

　（1）　松本蒸治著　EI木会社法論，巌松堂書店，316～7頁。
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配当限度額を，196条で建設利息の配当を，197条で株金額への比例配当を，

198条で検査役の選任を定めたに過ぎなかった。

　配当限度額を定めた195条も損失を境補し利益準備金及び額面超過額を控

除した後に利益の配当をなし得るとしたに止まるから13年改正以前の「会社

ノ計算」は株式会社：の決算については何ら具体的に規定したものではなかっ

た。

　資産評価については総用の第5章「商業帳簿」第26条で財産の総目録及び

借方貸方の対照表の作成と，財産目録に記載される価額は財産目録調整時の

価格を超え得ないことを規定していた。

　時価以下主義の評価原則と，利益準備金及び額面超過額控除後の利益配当

・を定めたのが，昭和13年改正以前の商法における会計に関する規定であった。

　明治32年6月16日から施行の現行商法は経済界における株式会社制度の運

用に際しての実際上の要請から制定きれたものではなく，国際社会で近代的

個家として承認を得るという当時の政治的至上課題にこたえてもっぱら欧洲

大陸法にならったものであった。従ってこのような商法の計算規定は株式会

社会計の実務を規制するには不備であったというよりむしろ規定としては無

きに等しかったといえよう。

　昭和13年の改正によって，総則の財産評価規定に，’営業用の固定財産に付

いて取得価額又は製作価額からの相当の減損額を控除した価額を附し得るこ

とが追加され　（34条，2項），株式会社の営業用固定財産に付いては取得価額

又は製作価額を超ゆる価額を附し得ないことが，また取引所の相場ある有価

証券に付いては其の決算期前1月の平均価格を超ゆる価額を附し得ないこと

が新たに規定きれた：。（285条）さ・らに創業費，社：債発行差金，及び建設利息

を貸借対照表資産の部に計上することが認められた。（286条287条，291条）

　13年改正による34条2項’の追加と285条の新設のねらいは，時価の変動に

基づく評価益計上による架空利益の配当三三と評価損計上によう損失の防止

にあった。企業会計においては実際に営業上の利益がなくても財産評価の如
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何によって利益を捻出することが容易である。そして株式会社の取締役はこ

のような評価による利益の捻出について実際上は概ね責任を免かれるから債

権者は株主の有限責任制度とともに常に危険にさらされている。蟷配当の禁

止及び会社債権者の不当配当額の返還請求権，取締役の責任追求も結局は挙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
証困難の問題に逢着して実敷を挙げ得ない。このように企業会計における利

益操作の影響は個人企業の場合より株式会社の方がはるかに大きい。そこで

13年の改正に際して「El法26条2項の一般規定以外に285条を新設し，財産目

録，貸借対照表及び損益計算書は命令を以て定むる様式に準拠して作成すべ

き旨の規定を施行法申に設けることとしtこ。　（これは周知のように昭和38年3月

30日に至って法務省令第31号として制定された）

　13年改正による財産評価規定は一般商人に付いては時価下落の場合におい

ても取得価額又は製作価額から相当の減損額を控除した価額を附することを

認めたが，時価が取得価額又は製作価額を超ゆる場合は時価を附することが

できるから，これによって評価益を算出することを株式会社に対しては禁止

するため営業用の固定財産評価額の最高限を取得価額又は製作価額としたの
　　　（3）
である。

　13年改正における固定財産評価規定のねらいは財産評価による恣意的な評

価損益計上の防止にあった，換言すれば固定資産取得原価の期間翻分による

損益法的考え方を商法がとり入れた改正ではなかった。

　13年の改正において，創業費，社債発行差金及び建設利息は貸借対照表へ

計上し得るものとされた。創業費の貸借対照表への記載を肯定する商法学者

の見解は，L創業費が無体なる積極財産を形成するものとする理論であり，：否

定する見解は創業費により会社財産の各夙成部分の価額が増加を来したなら

ば評価の際に顕わさるべきで，費用は資産と擬制し得ず財産減少を意味する
　　　　　　　　　　（4）
ものとする理論であった：。

　（2）　田中耕太郎著，改正会社法概論，岩波書店，605～6頁。

　（3）　田中耕太郎，前掲書，610～1頁。

　（4）　田中耕太郎，前掲書，6！3頁。
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　このように商法学者の見解は，創業費を財産とみなし得るか否かによって，

創業費の貸借対照表記載を肯定し或は否定しており，費用収益の期間的対応

を意識したものではない。

　実務上は会社設立経過中及び設立後創業の当時に要する諸費用の全部又は

一部を一括して創業費又は設立費の名目の下に資産の部に掲げ，数年に互っ

て償却する場合が恥くなく，或は公然とは貸借対照表申に掲げず，資産の部，

に年払金，假出金の項目に算入して創業費の計上と同一の敷果を収めていた

　　　　　　（5）
といわれている。

　13年の改正において商法が創業費を資産の部へ掲載するζとを許したのは．

このような実務上の慣行と創業費の繰延償却を行なわなければ創業当時に多

額の欠損が生じ利益め配当が四型能になることによる実務上の要請を商法が

受け入れたものであって，商法が損益法的考え方を取り入れだものとはいえ

ない。社債発行差金及び建設利息を資産の部へ掲載することを認めたのも同

様の理由による。

　利益の配当については13年改正前も改正後も，損失を垣補し法定準備金を・

控除した後に非ざれば利益を配当し得ないと規定していた。法定準備金の財

源は毎期利益の一部分と額面超過金である。13年改正前は額面超過額を法定

準備金に組入れきせていたが，13年改正後は額面超過額から株式発行費を控

除した金額を準備金に組入れさせることになった。額面超過額を法定準備金

に組入れきせるのはこの金額が株主の出資の性質を有し利益として配当すべ
　　　　　　　　　　（6）
きものではない為である。ところが！3年改正前も改正後も額面超過額は，資

本の4分の1に達した後は組入れるこ．とを要しないものと定めている。　（旧

194条2項，新288条2項）従って法定準備金が資本の4分の1に達した：後は株主

の出資の性質を有し利益として配当すべからざるものが配当され得ることに

なる。まt配当すべからざるために法定準備金に組入れられるべき額面超過

（5）　田中耕太郎，前掲書，612頁。

（6）　田中耕太郎，前掲書，620頁’。

一104一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商法の計算規定について　379

金を以て新株発行費を補坦することも，準備金は資本の欠損の旗補に充つる

場合を除く外之を使用することを得ず（289条）と規定した商法の趣旨にかな

うものではない。

　商法が利益の配当を規定する場合の利益は純財産と維持すべき資本の額と

を比較した場合の超過額であって期間利益ではない。

　商法はこのように財産法的損益計算によって利益を算出する考え方をとっ

ているから，財産評価が重要な役割を持つことになる。しかしながら会社が

株主に迎合して財産の不当評価により擬制的利益を捻出して配当をなし或は

多額の役員賞与金を支払うことを規制するには，13年改正の34条及び285条

はなお著しく不備である。不当配当に関しては会社債権者の不当配当返還請

求権i（2go条2項），取締役に対する刑罰の制裁（489条3号）を商法は規定して

いる。しかしながら実際においては往々にして蛸配当が行なわれ而も会社債

権者が返還請求権を行使した例を聞かず又取締役が罰則の適用を受けたこと

も殆んど聞かないのは財産：不当評価に対する取締方法が不完全なことに基因
　（”t）

するからである。

3　25年改正法

　25年改正は計算規定については，授権資本制及び無額面株式の採用に伴な

う必要な調整と法定準備金を資本準備金と利益準備金とにわけ，株式発行費

用の繰延べを認めたにとどまったが，25年改正以前の23年4月目3日に証拳取

引法が制定公布され，24年7月9日に企業会計原則が公表されに。

　24年7月公表の企業会計原則は，資本取引・損益取引区分の原則を一般原

則に，資本剰余金と利益剰余金の振替禁止を損益計算書原則にかかげた。株

式発行費を額面超過額から控除することも，額面超過額を利益として処分す

ることも企業会計原則の趣旨に反する。資本の移転によっては利益は生じな

（7）　田中耕太郎　前掲書，630一一1頁。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
いという命題は最：も重要な会計原則の一一つである。

　25年改正において資本準備金の無制限積立と資本準備金と利益準備金の分

離及び株式発行費の繰延が認められたが，これらの規定の制定には前年に公

．表された企業会計原則がどの程度影響を与えたかについて，会計原則の立場

との調整としては25年改正で一点だけあり資本準備金と利益準備金を分離し

前者の無制限積立を強制した点だけは会計の要請で，ほかは全然見送りであ
　（2）
つたとみる見解と，終戦後における商法改正の審議も司令部の示唆により企

業会計原則の立案と並行的に行なわれ，改正商法においても，資本剰余金の

観念が取り入れられ資本準備金という名称をもって立法化されたが，これは

司令部からの直接指示によったもので企業会計原則の要望に基づいたもので

1はなかっ・た25年改正商法の法律案要綱は24年8月に発表きれている。即ち企

業会計原則の発表から僅かに1カ月遅れているだけであって企業会計原則の

要請はまった：く取り入れられておらず，商法の計算規定もほとんど改正され
　　　　　（3）
ていなかっにとする見解がある。

　さらに25年改正法は額面超過金の他に無額面株式の発行価額中資本に組入

れざる額，財産評価益から評価損を控除した額，減資差益，合併差益を資本

準備金として積立てることを規定した。

　会社の計算に関する商法の規定は13葎の改正においても極めて不充分で，

実務との乖離がはなはだしく，その不備が指摘されながら25年の改正に際し

ても整備されずその前年に発表された企業会計原則との調整が行なわれなか

ったごとは商法における商業帳簿や会社の計算規定との関係で企業会計原則

の実施に支障をきたすことになり26年9月28日に経済安定本部企業会計基準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
審議会から商法と企業会計原則との調整に関する意見書が公表された。

　（1）黒沢清著　近代会計学，春秋社，299頁。

　（2）　矢沢惇・鴻常夫共著　会社法の展開と課題　日本評論社，45頁，矢沢惇稿　企業

　　会計法の基本問題，田中先生還暦記念商法の基本問題，有斐閣，535頁。

　（3）大住達雄稿　企業会計原則への提案，産業経理，38年2月号，70頁。

　（4）　曽野和明稿　商法改正の立法論的展開，会社実務協会編，商法改正の動向と基本

　　問題，会社実務協会，244頁。
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　商法は株式会社においては企業経営者に対して会社債権者及び株主を保護

すると共にこれらの利害関係人相互の利害を調整することを目的とする。こ

のうちで債権者保護の法的目的を達成するために株式会社についても総則の

規定が適用されるほか，財産目録が重要な地位を占め，個人企業や人的会社

と同様な財産計算を企業会計に課していた。株主保護のためには適正な損益

計算が重要な目的とならざるを得ないがこれについては商法は甚だ貧弱な規

定を用意しているに過ぎなかった。　もっとも13年及び25年改正における固定

資産評価についての原価主義の承認乃至強制（34条2項，285条），資本準備金

・の設定（288条の2），繰延資産の承認（286条，286条の2，287条，291条）は損益

1計算の目的に奉仕する原則を新設したものということができる。債権者保護

と株主保護の両要請を如何にして妥協調整するかということが商法の計算規
　　　　　　　　　　くらう
定の重要な課題であった。

4　37年改正法

　23年4月13日に制定された証券取引法という法律に支えられて企業会計原

．則（24年）並びに財務諸表規則（25年）が次第に実務の申に定着するようにな

ったことが影響して，商法の側でも会社の計算規定を整備する気運となっ

た。

　東京商工会議所では，企業会計原則ないしこれを採り入れt財務諸表規則

と商法との調整聞題が懸案かつ緊急の課題であり，次の商法改正の眼目であ

るとみて，29年5月から商法学者，会計学者及び実務家による会計法小委員

?�ﾝ置して検討を闇慨し30年9月に「商法申会計規定に関する改正意見要

綱案」を作成し立法当局に参考意見として提出した。その後さらにこれを基

・礎として33年11月に「商法会計規定に関する改正意見」　を公表した。

　証券取引法による強制監査が32年から全面監査に移行しkが，公認会計士

〈5）矢沢惇稿

　512頁。

企業会計法の基本問題，田中先生還暦記念商法の基本問題，有i臨海，
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が監査する場合の基準としての企業会計原則或は財務諸表規則ないしその取

扱要領の内容と商法の計算規定とが矛盾しているため会計原則には合致して

いるが，商法に反する場合，またはその逆の場合が出てきて監査意見を表明

する立場にある公認会計士及び被監査会社の経理担当者から商法の計算規定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
改正についての緊急の必要性が叫ばれるようになった。法務省でも商法小委

員会が33年7月4日に会社の計算規定改正の問題点を公表した。

　計算規定の改正は33年に法制審議会で正式に取り上げられて議論され，原

案確定の前提手段としてそれまでの審議の結果をある程度とり入れた「株式

会社の計算の内容に関する商法改正要綱法務省民事局試案」が35年8月に発

表された。

　この民事局試案に対して，　日本弁護士連合会（35年10月15日），関西経済連・

合会（35年10月24日），文部省科学研究費総合研究委員会計理体系委員会，

（35年10月25日）日本証券業協会連合会（35年ll月2日），経済団体連合会（35年

］1月7日置，全国銀行協会連合会（35年ll月g日），東京商工会議所商事法規委

員会（35年ll月U日）等の各機関から意見書が発表された。

　これらの各方面から提出された意見書を参酌して法制審議会商法部会は商

法の一部を改正する法律案要綱を作成し37年2月2日の法制審議会総会で承

認し，　この要綱に基づいて法律案が国会に提出きれ37年4月20日に株式会社

の計算規定の改正を中心とする商法の一部改正が行なわれた。

　37年の商法改正までに発表された企業会計原則，商法と企業会計原則との

調整に関する意見書，民事局試案，試案に対する主な意見書（計理体系委員会，

東京商工会議所，経済団体連合会）及び企業会計原則と関係諸法令との調整に関

する連続意見書を比較して37年の改正商法中の財産評価，繰延資産，法定準

備金，引当金，利益配当等の主要項目を検討し会計と商法の関係を考察しょ

う。

　　　　（1）財産評価

　（1）矢沢惇・鴻常夫共著　会社法の展開と課題，日本評論社，41～2頁。
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　財産評価については，24年の企業会計原則は取得原価によることを原則と

し，商品原材料の時価が取得原価より下落した場合は時価により・評価するこ

とができるとし，有形固定資産については耐用期間にわたり毎決算期に一定

の減価償却方法によって償却しなければならないとしていた。　（貸借対照表原

毛5A）26年の調整意見書は棚卸資産については原価主義又は低価主義の撰

択を認め，固定資産については原価主義により減価償却をすることとしてい

た。また35年の連続意見書も有形固定資産の評価に関して正規の減価償却手

続に従わねばならないことを明らかにすることとしていた。

　試案は取得価額又は製作価額によることとし流動資産については時価が取

得価額又は製作価額より低い時は時価評価を，また固定資産については毎決

算期の相当の償却を強制した。

　計理体系委員会意見書は流動資産については取得価額または製作価額によ

ること，ただし時価が取得価額または製作価額より低いときは時価によるこ
　　　　　　セ
とができるものとすることとし，固定資産については，取得価額または製作

価額によることとし償却資産については毎決算：期に償却しなければならない

ものとすることとした。

　33年の東京商工会議所意見書は34条を，財産の価格は一般に認められた基

準に従って決定された価格によることに改めることとし，固定資産について

は取得価額または製作価額から相当の償却額及び減損額を控除した価額によ

るべきものとし，流動資産については取得価額または製作価額によるが時価

が下った場合には時価によることができるものとすることとしていた：。35年

の意見書では流動資産については取得価額または製作価額によること，ただ

し決算期における時価が取得価額または製作価額より低いときは時価による

ことができるものとすること。時価が取得価額または製作価額より低い場合

において，時価の低落が長期間にわたって持続すると認められるときは時価

によるものとすることとし，固定資産については減価償却にわいて過去の償

却の過不足の是正を強制レないよう経過三三を講ずることとしていた。
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　経済団体連合会Q意見書は流動資産については，取得原価主義を貫くべき

であるが企業の健全性を考慮して企業の撰択によって時価が下った場合には

時価によることとすべきであるとし，固定資産の相当の償却額については弾

力的な解釈を以て臨むべきとしていた。

　37年改正法は流動資産については，取得価額又は製作価額を附することと

し，時価が取得価額又は製作価額より著しく低い時は取得価額又は製作価額

迄照復すると認められる場合を除いて時価を附することとしまた時価が取得

価額又は製作価額より低い時には時価を附することができるものとした（285

条の2）。固定資産については取得価額又は製作価額を附し毎決算期に相当の

償却をなすものとした。（285条の3）

　34条1項によると流動資産の評価については時価を超えることができない

となっているから時価が取得価額等より高くなった時は時価による評価が許

され評価益を計上してもよいことになる。まt恣意的に時価を高く算定し評

価益を計上する危険がある。他方意識的に時価を著しく低く算定して多額の

評価損を計上し配当司能利益を減少せしめて株主の利益を害するおそれもあ

ることから，試案は流動資産の評価について，取得価額によることを原則と

し，時価が取得価額より高い場合における評価益の計上を禁じた・　（試案1流

動資産の評価〔理由〕）

　試案及び37年改正法が評価益の計上を禁ずるために取得原価主義をとった

のは，会計原則，調整意見書，試案に対する各意見書と同様である。　ところ

が時価が取得価額より低い場合については，会計原則，調整意見書，計理体

系委員会意見書，東商意見書（33年），経団連意見書とも時価による評価も可

能とし選択主義の立場をとっている。これに対し試案は低価評価を強制し東

商意見書（35年目は長期間低落する場合は時価評価を強制している。試案の作

成者は企業会計原則の取得原価主義を批判して・　「時価が取得価額等より著

しく低くなっても，取得価額等の価額によることができることは債権者の秘

益を害することは明らかである。時価が取得価額等より著しく下落しても取．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商法の計算規定について　385

得価額等の価額によってよいとはいっても条理又は社会通念上の限界があり

暴落のような場合にまで原価でよいのか。また時価が下落して回復の見込み

がない場合にも原価でよいのであろうか。この点は企業会計原則の見解はよ
　　　　　（1）
くわからない」といっている。

　近代会計の採る評価原則は，時価が低落して原価を下回る場合にもなお原

価で評価することを認める原価主義である。期間損益の正確な把握のために

は未実現利益の排除と同じ意味合いから未実現損失も排除きれねばならな

い。期末時価の低落による評価損の計上は破損・品質低下・陳腐化によゐ実

現損失と異なり，実際に損失が実現するかどうかは次期以降においてそれが

販売された時に判明するのであって販売の時における価額は期末時価とは異
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
なるから期末時価の低落は必ずしも原価の不回収を意味しないからである。

　37年改正法が285条の2の第1項但し書を設けた：のは配当司能利益の計算

の見地から最少限これだけは必ず控除せよという商法上の要請によるもので

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
あって会計上の要請によるものではなかった。

　37年改正前の285条の解釈については，取得価額又は製作価額の限度内で

いかなる価額を附するかは会計の理論及び健全な慣行に従うべきであって原

則として取得価額又は製作価額から相当の減損額を控除した価額を附すべき

ものであるが，時価が取得価額または製作価額を超えている場合には取得価

額又は製作価額の範囲内で既往の償却額を戻入れて従前の帳簿価額より高い

価額を附しても違法ではないから固定財産についても評価益の算出が認めら
　（4）

れるとする説と，285条は取得価額又は製作価額を超ゆる価額を附し得ない

と規定しているが，34条2項と同様取得価額又は製作価額より相当の減損額

（1）上田明信稿株式会社の計算の内容に関する商法改正要綱試案解説，商事法務研

　究，lgo号1頁。
（2）渡辺進稿　流動資産の評価について，企業会計，37年4月号．55頁。

（3）　矢沢厚発言　流動資産の評価，矢沢惇・江村稔・味村治・佐土井滋　座談会1改

　正商法の研究，商事法務研究，246号17頁。
（4）大隅健一郎・大森忠夫共著遂条改正会社法解説，有斐閣，414頁。
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を控除した価額を附することを要する。一旦取得価額又は製作価額より減損

額を控除したときは，その後市価が昂騰した場合においてもその減損額を回

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
復して取得価額又は製作価額迄評価を高め得ないとする説があった。さらに

減損額を控除することの意味についても，物理的な減損額を控除するという

こと以外に会計学上の減価償却を行なうことも含むかどうかについても説が

わかれていた。

　37年改正の285条の3は企業会計原則の見解に従って固定資産の評価は原

則とレて取得価額又は製作価額によることとし毎決算期に相当の減価償却を

しなければならないことにしたから評価益の計上は禁止されることになる。

旧285条の解釈として取得価額又は製作価額から減価償却額を控除した額が

固定資産の価額であるという見解に従えば285条の3は旧285条を明確にし
　　　　　（6）
たに過ぎないことになる。

　37年改正の285条の3は企業会計原則の見解に従ったのであるが，商法改

正の作業に参加レた法律家の見解は，固定資産について減価償却を認めたこ

とは期間損益をはっきりさせるために認めたという面もあるが，そればかり

．でなくむしろ固定資産に時価を付すると非常に低くなり配当が不可能にな

る，それでは企業が資金を集めることができない，つまり企業を発展させる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
、目的から固定資産に時価主義でなく原価主義をとったのであった。

　　　　（2）繰延資産

　繰延資産については24年の企業会計原則は，企業の堅実性を害しない限り

次期以後の期間に配分して処理するため経過的に貸借対照表の資産の部に記

載することができるとし，　（貸借対照表原則工D）開発費・試験研究費，創業

費，株式発行費を繰延資産として例示していrこ。（貸借対照表原則4（1）C）．また

（5）松田二郎・鈴木忠一共著，条解株式会社法下巻，弘文堂，407頁。

（6）吉田昂・上田明信・味村治稿，商法計鐘規定改正要綱同条解説，企業会計，37年

　　3月号；94頁。

（7）味村治発言　商法の考え方・会計の考え方，黒沢清・大住達雄・井上達雄・味村

　　治　座：談会，企業会計，36年10月号，142頁。
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29年公表の注解は開発費，広告費を例示していた。（法解12）

　26年発表の調整意見書は，開業のために必要な費用は創業費に含めて繰延

資産として計上することができるように改めることと，商法が明文をもって

繰延資産として認めているものの内容を拡張し社債発行費用，’ J発費，試験

研究費も繰延資産として計上することを認めるべきであるとしtc。また37年

8月発表の連続意見書第5「繰延資崖について」も，開業費，社債発行費，

瀾発費と試験研究費の繰延経理を認めることを主張しに。

　試案は開業準備の目的のために支出した金額，新製品又は新技術の研究・

新資源の開発・新技術の採用・新市場の開拓の目的のために特別に支出した

金額及び社債発行のために支出した金額の繰延経理を認めたが，社債発行費

以外については配当制限を付した。

　計理体系委員会意見書は，経営組織の改善費用を繰延資産として認めるこ

と1試案が開発費等の償却期間を3年以内としているのを5年以内に，社債

発行費の償却も3年以内としているのを償還期限内に改めること及び均等額

以上という条件を毎決算期において相当の額を償却しなければならないこと

に改めるよう主張した。

　33年の東商の意見書では，資本調達費（社債発行費及び設立の際の株式発行費），

開業費，試験研究費及び開発費を繰延資産として認めることとしていた。35

年の意見書では開発費の中に経営組織の改善，生産能率の向上のために固定

資産の配置換を行なった場合の費用等経営の改善に要した費用を加えるこ

と，利益配当の制限を削除する圏ことζしていた。

　経団速の意見書は商法的観点から配当制限を設けるならばその対象とする

繰延資産の範囲は健全な会計慣行に任すべきであるとしていた。

　37年改正法は試案の開発費に新経営組織の採用の為に支出した金額を加

え，試験研究費及び開発費の償却期閲を3年以内を5年以内に改めた。37年

改正によって新たに繰延資産として認められた開業費，開発費，試験研究費

は37年改正以前には繰延が認められていなかったのに対し，企業会計原則及
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び財務諸表現則では認められていたので実務上その処理に困難があり，かね

てこの点の統一が要望されていた。そのことが37年改正の最も大きな動機を
　　　　　　　（1）
なすものであったといわれている。

　連続意見書第5　「繰延資産について」（37年8月フ日）は繰延資産と損益計

算について，繰延資産が貸借対照表における資産の部に掲げられるのは，そ

れが換金能力という観点から考えられる財産性を有するからではなく，まさ

に費用配分の原則によるものといわなければならない。したがって企業会計

原則の立場からすれば，支出額を数期間の費用として正しく配分すること

に，きわめて重要な意味があると述べている。ところが企業会計原則は繰延

資産について，次期以後の期間に配分して処理するため経過的に貸借対照表

の資産の部に記載することができるとし，（貸借対照表原則lD）繰延を強制

してはいない。支出の結果が将来の収益獲得に役立つという点では繰延資産

と有形固定資産との問に本質上の差異はないのであるが，将来の収益獲得に

役立つ司能性が有形固定資産の場合は比較的明らかであるのに対し繰延資産

の場合は有形固定資産程明らかではない。この差異のために企業会計原則は

有形固定資産は減価償却によって償却額を計上し未償却額を必ず繰延べなけ

ればならぬとしながら，繰延資産については場合によっては繰延べを最少限

度に止め費用としておとすことができるとしているのである。企業会計にお

いても取得原価の期闘配分の原則を実施する場合有形固定資産と繰延資産と

ではこのような差異があるが，法律家は繰延資産を不確実な資産とみる考え

方が一層強い。試案の作成に当った法律家の考え方は「企業会計の目的は，

期間損益を明らかにすることであるとしても，企業会計の貸借対照表の作成

及び公告に関し，商法が介入しているのは債権者の保護を重視し併せて企業，

株主等との利益の調和を図るためである・37年改正前においても設立費用等

について制限的ではあるが繰延資産とすることを認めているのは債権者，企

（1）吉田昂・上田明信・味村治稿商法計算規定改正要綱漏壷解説，企業会計，37年

　　3月号，98頁。
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業及び株主との間の利益の調和を図ったのである。しかし開発費等を繰延資

産として認めることになると不確実な資産を認めることになりかつ，その金

額が巨額になることもあるから，資本維持の原則の実質的な修正となる。債

権者の保護のために資本維持の原則を実質的に大修正することは認めるべき

ではない。配当可能利益の算定につき開発費等を債権者の犠牲において行な

わず，株主の犠牲において行なうべきものである。損益法の立場では固定資

産と繰延資産とは共に費用の残高で本質上の差異がなく程度の差に過ぎない

というが，程度の差こそ法律上は重要である。量の変化は質の変化をきたす

ことは法律の世界では常にあることである。債権者の利益のための資本維持

の原則上．開発費等を繰延資産とすることを認めるべきではない。立法の妥協

性を考えても妥協すべき限界をこえるため商法部会で最も意見が対立し議論

が果しなく続いたがこれについて妥協が試みられ開発費等を繰延資産とする
　　　　　　　　　　　　　　（2）
場合に配当制限をするこどになった」というものであった。

　　　　⑧法定準備金

　準備金については，24年9月の企業会計原則は株式発行割増金，払込剰余金

を法定準備金に繰り入れた時は，この法定準備金は利益留保による法定準備

金と区別して資本剰余金の区分に計上すると規定していた。　（貸借対照表原則

4（3｝B）また29年7月公表の注解は資本剰余金として，株式発行差金，無額

面株式の払込剰余金，合併差益，資本的支出に充てられた国庫補助金及び工

事負担金，資本補堰を目的とする贈与剰余金又は債務免除益，減資差益，固

定資産評価差益，再評価積立金，貨幣価値の変動に基き生じた保険差益並び

に自己株式の処分等の資本取引によって生ずる剰余金を例示していた。　（注

解6）

　26年発表の調整意見書は資本準備金について，額面超過金及び払込剰余金

は最：終の順位で使用すべきものとすること，財産評価益からなる資本準備金

（2）上田明信稿 前掲試案解説，商事法務研究，工90号，7～8頁。
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はその後の営業年度の財産評価損の旗補にあて得るものとすること，資本準

備金の財源たる財産評価益は資本取引に基づく財産評価益に限定すること，

減資差損は減資差益から成る資本準備金のある場合はこれから控除し得るも

のとすること，合併差益の財源には被合併会社の財産評価益を含むこと，再

評価積立金，資本準備金，その他の資本剰余金，利益準備金及びその他の利

益留保額を含むことを明らかにすること，自己株式の売却益，追出資を意味

する株主の贈与並びに欠損腫補のための株主及び債権者による債務免除益，

資本的支出にあてた国庫補助金，資本的支出にあてられた工事負担金，再建

設資金に充当した保険差益を資本準備金として認めること，準備金の使用順

位は健全な会計慣行に委ねることを主張していた。

　試案は財産の評価益は資本準備金としないものとすること，合併差益につ

いては消滅会社の任意準備金に相当する額を資本準備金としないことができ

るものとすること，利益準備金として資本準備金との合計額が資本の4分の

1に達するまで株主に対する配当額の10分の1以上を積立てなければならな

いものとすることとしていた。

　計理体系委員会意見書は，会社の更生，整理等非常の場合に生ずる財産の

評価益については資本準備金とすることとしていた。

　東商の33年の意見書は，整理，減資，更生等の場合の財産評価益を準備金

とすること，合併差益のうち消滅会社の任意準備金相当額はそのまま合併会

社への承継を認めうるものとすること，資本準備金と利益準備金の両者を併

せて法定準備金とし資本の4分の1に達するまでは毎決算期の配当金額の20

分の1以上を積立てることとしていt。35年の意見書では会社の更生，整

理，減資等の非常の場合の評価規定を別に設けこれら非常の場合に生ずる評

価差益を資本準備金とすることとしていtこ。

　経団連の意見書は準備金については何もふれていない。

　288条の2の第3号の財産評価益については，285条の解釈として前述（エll

　頁）のように固定財産についても評価益の算出が認められるから，288条の
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）・
2の第3号の財産評価益は固定財産及び流動財産の讐方の評価益を包含する

として固定資産評価益をも含める説と，営業用の固定資産についてはその取

得・製作価額を超える価額を付し得ないから評価益の算出は許されないが，

商品その他の流動資産については商法上評価益を算出し得ないではない。　し

かしそれは利益として配当することを認むべきものではないから準備金とし
　　　　　　　　　（2），
てその積立を強制したとする説とがあったがいずれの説に従っても評価益は

資本準備金の財源となる。評価益の資本準備金組入に対しては，流動資産に

ついて評価益の生ずる半能性があるにしてもこれらの評価益は期間的循環的

に発生し手甲度に実現するのを原則とするからこれを資本準備金として拘束

するのは正当でなく，また固定資産の評価益は旧285条の適用される場合に

は生ずる余地はないと解釈しなければならない従って固定資産の評価益の生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　（3）ずるのは旧285条の適用されない特別の場合に限られることになるとの見解

が商法学者の申にもあった。

　会計学上は通常の決算の場合における財産評価益は他の資本準備：金項目と

は異質のものとして，資本準備金に計上することには一致して反対のあっt
　　　　　（4）
ところである。

　試案及び37年改正法が財産評価差益を削除したことは，通常の決算過程で

の評価益に関する限り商法上の解釈についての議論に対しても，商法と企業

会計原則との争いに対しても終止符を打ったことになった。ところが財産評

価益の削除によって資本準備金が資本取引のうち株主の出資またはその変形

物としての広義における払込剰余金の性格をもつものに限定されることが明

らかになったから，財産評価益の削除は商法上の資本準備金と企業会計原則

上の資本剰余金とを一致させようとする調整意見書の主張に対して商法が否

定的回答を行なったと解することができる。

（1）大隅健一郎・大森忠夫共著　遂条改正会社法解説，有斐閣，414頁及び420～1頁。

（2）鈴木竹雄・石井照久共著　改正株式会社法解説，日本評論社，264～5頁。

（3）　矢沢惇著　企業会計法講義，有斐閣，52頁。

（4）丹波康太郎稿　準備金について，企業会計，37年4月号，104頁。
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　企業の利益は財貨及び用役の移転によってのみ実現するものであって決し

て資本の移転から生ずるものではない。資本の移転によっては利益を生じな

いという命題は最も重要な会計原則の一つである。もし資本取引たるべきも

のが損益取引と混同されて帳簿に記入されるときは資本が利益に転化し結局
　　　　　　　　　　　　　（5）
資本は喰潰されることになる。

　従って24年制定の企業会計原則は，資本取引と損益取引とを明瞭に区分

し，特に資本剰余金と利益剰余金とを混同してはならないと規定した（一般原

則3）・

　一般原則3については，資本取引と損益取引とを区別する意味から年度利
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
益や積立金の処分の取引は損益取引であると解しなければならないか或は留

保未処分利益を含む自己資本の当期中における変動の取引と，当期の期間損

益を形成する取引とを明確に区別することが資本取引と損益取引との区別の
　　　　　　　（7）
本当の意味であるかは暫く措くとしても，資本取引とは如何なる取引である

かということになると，法定資本及び資本剰余金に変化をもたらす取引が資
　　　　　　　　　　　　（8）
本取引であることに疑がないのではあるが，資本取引・損益取引の区別は資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
本剰余金・利益剰余金の区別から逆に規定され理解されるという結果になる

のでは，資本剰余金について注解6が資本剰余金を例示した上で資本取引に

よって生ずる剰余：金と規定し或は毎期の純利益以外の源泉から生ずる剰余か

ら成ると規定している（24年公表の損益計算書原則6）に過ぎないから・奪本取

引，資本剰余金ともにその内容は不明確である。

　立法に参加した法律家の資本剰余金に対する考え方は，　「企業会計原則の

注解から企業会計原則が個別的に資本剰余金として掲げた：もののほかこれと

性質を同じくするものは資本剰余金となり得る（29年注解6）ので資本剰余

（5）黒沢清著　近代会計学（改訂増補版），春秋社，299頁。

（6）　木村重義著　新版会計原則コンメタール，中央経済社，48頁。
（7）　片野一郎著　日本財務請表制度の展開，同文館，228～9頁’e

〈8）　木村重義　前掲書，47頁。

（9）　木村重義　前掲書，48頁。
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金の源泉について限定することができない，商法の資本準備金の源泉に関す

る規定を企業会計原則の資本剰余金と一致させるttめには資本剰余金に共通

な性質をとらえてこれを表現しなければならない。ところが企業会計原則の

本文（29年損益計算書原則6）においては資本剰余金は利益以外の源泉から生ず

る剰余から成るとされているが利益概念自体が会計のアルファーでありオメ

ガであって極めて捕え難い。ことに商法においては配当し得る利益を決定

するために資本準備金の規定をおこうとしているのであり，配当し得る利益

を直接に定義することが可能であるならばその規定をおいて利益以外の配当

を禁止すれば足り殊更資本準備金について規定をおく必要がない。・また商法

における資本準備金の制度は，株主に配当し得る利益を制限するものであり

これを積立てないとき又はこれを違法に取り崩すときは民事上及び刑事上の

重大な効果を生ずるのであるから，何が資本準備金であるか及びどのような

場合にこれを取り崩し得るかということは明瞭に規定しなければならない，

もしこれが明確を欠く場合にはどれだけの金額が配当できるかについて無用

の混乱を生じ，　どのような場合に取締役の民事上及び刑事上の責任が生ずる

のかどのような場合に株主が配当を返還しなければならないのか明らかでな
　　　　　　　　（10）
いということになる。」というものであった。　このような見解から試案も37

年改正法も「その他の資本剰余金」を資本準備金として認めさせようとする

調整意見書の主張を斥けたのである。．

　利益準備金の積立限度については，試案は資本準備金との合計額が資本の

4分の1に達するまでとしていたが，37年改正法は従来通りとした。試案の

場合は資本準備金と合して利益準備金を資本の4分の1まで限度一杯に積立

てた場合を想定しその後資本準備金が増加したとすればその増加額に相当す

る額だけ利益準備金は任意準備金に変わることとなりこの関係から利益準備

金は資本準備金の補充潤たる役割を果たすものとみられ得ることとなる。配

当可能利益のために控除される額として資本準備金と利益準備金の機能を同

　（IO）味村治稿　商法規定改正と資本剰余金，企業会計，3S年8月号，68～9頁。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（II）
一視し準備金を実質的に一本化ないし一本建てに近く考えたものとの批判が

あった。利益はすべて株主に配当してもよtiわけであるが商法は債権者の保

護及び企業の健全性のために将来の損失に備えて利益の一部の積立を強制し

ている反面株主の保護のために積立の最高限を資本の4分の1としている。

従って資本準備金の額がいかに高額になっても利益準備金を積立てなければ
　　　　　　　　　　　（12）
ならないとする理由はないとする見解は資本準備金を資本金への喰込にそな’

える準備金とみているのであってその意味で資本準備金と利益準備金を同一

視しているといえる。利益はすべて株主に配当してよいわけであるが債権者

の保護と企業の健全性のために将来の損失に備えて利益の一部を積立るので

あれば，資本金と資本準備金とを区別する必要はない。資本準備金の額がい

かに高額になっても，資本準備金は維持きれるべき元本であって分配される

べき果実ではなく，資本準備金は資本金に組入れられていない資本金であ

る。

　13年改正以前は，額面超過額は利益準備金との合計額が資本の4分の1に

達するまで準備金として積立てることになっていた。（194条2項）13年改正後

は。額面超過額から株式発行費を控除した額と利益準備金との合計額が資本

の4分の工に達するまで準備金として積立てることになっていた。　（288条）

13年改正前も改正後も資本準備金と利益準備金を混同したものとして非難さ

れていたが，むしろ試案と逆の考え方をとっていたのではなかろうかと思わ

れる。

　　　　（4）引　当　金

　引当金については，24年の企業会計原則は納税引当金，修繕引当金等を設

けたときは流動負債の部に記載するとしていた。　（貸借対照表原則4（3）A）29年．

の企業会計原則は退職給与引当金，特別修繕引当金等は固定負債に属するも

のとするという規定を迫加し（貸借対照表原則4（2）B）・注解において評価性弓［

（ll）丹波康太郎稿　準備金について，企業会計，37年4月号，　IO7頁。

（12）上田明信稿前掲試案解説，商事法務研究，190号IO頁。
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当金と負債性引当：金を区別し，後者をさらに将来における特定の支出に対す

る引当額が比較的短期問に使用される見込みのものと，相当の長期聞を経て

実際に支出が行なわれることが予定されているものに区別した。　（注解エフ）

　26イ「i発表の調整、意見番も33年の東商意見：書も引当金にはふれていなかった

が，法務省商法小委員会が33年7月4日に公表した会社の計算規定改正の聞

題点は負債性引当金につき規定を設けるべきかを問題点として掲げていた。

　試案は発生原因が決算期前にある不確定債務を引当金として計上すること

を強制しt二。

　計理体系委員会意盟｝：は，費用の発生原因が決算期以前にあって支出すべ

き金額が不確定である場合には相当の金額を引当金として負債に計上するこ

ととした。35年の東商意見書は負債たる引当金以外の引当金の計上を禁止し

ないこととした。経団連意回書は引当金については新たな規定を設けること

を止め健全な会計慣行に委ねることとすべきであるとしt二。

　試案は債務の発生又は債務の金額が：不確定であって債務の発生原因が決算：

導出にある場合には，相当の金額を負債として計上することと規定してい

た。　ところが37年改正法は，特定ノ支出又ハ損失二備フル為二引当金ヲ貸借

対照表ノ負債ノ部二計上スルトキハ其ノ目的ヲ貸借対照表二於テ明野ニスル

コトヲ要ス②前項ノ引当金ヲ其ノ目的外二使用スルトキ心骨ノ理由ヲ損益計

算書二記載スルコトヲ要ス。（287条の2）と規定した。試案と37年改正法の

287条の2の文言を比較するとこの間に極めて大きな考え方の変化があった

ことが明白に認められる。事実試案が発表された35年8月以後の約1年半の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’（1）
審議の重大な論争点の一つはこの引当金の規定にあっにといわれている・

　試案の作成者は試案について「試案は負債性引当金のうち負債とすべきも

のを明らかにした。退職給与引当金及び納税引当金は負債たる引当：金になり，

修繕引当金及び渇水準備金は負債たる引当金にならないことになる。企業会

（1）江村旧稿　引当金に関する規定の問題点，企業会計，37年4月号，120頁。
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計原則等が認めている負債性引当金のうち現行法の解釈上負債である退職給

与引当金及び納税引当：金はこれを負債とすべきであり現行法の解釈上負債と

は考えられない修繕引当金及び渇水準備金はこれを負債とすべきでなく利益

の留保として任意準備金としなければならないという見解をとるのであれば

特に負債性引当金に関する規定を設ける必要はないという意見がある。　しか

し経済界の実情はこれと異った会計処理を行なっているのでこれを明確にす

るために負債として計上しなければならない。負債性引当金について規定を
　　　　　　　（2）
設ける意味はある。」と述べている。

　試案が債務の発生又は債務の金額が不確定であって債務の発生原因が云々

と述べているように，試案は債務であるか否かによって引当金として計上す

ることを認めるか否かを決定しようとした。純然たる債務は勿論引当金とす

ることなく負債の部に計上し得るから，債務の発生源は債務の金額が不確定

であって完全な債務としては若干条件の欠ける債務を引当金として負債の部

に計上することを認めるわけである。’退職給与の支払につき契約がある場合

の退職給与引当金を停止条件付債務として負債たる引当金と認め，契約のな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
い退職給与引当金は負債たる引当金にならないとする考え方は，費用・収益

対応の原則から費用の見越計上のために引当金を設定する企業会計原則の考

え方とは異なる。損益計算においては評価性引当金及び負債性引当金（むし

ろ費用性引当金と称すべきであろう）と利益性引当金の区別が重要であって，債

務であるか債務と認め得ないかの区別は重要ではない。

　37年改正法は試案とは著しく異る規定を設けた。負債性引当金の計上は会
　　　　　　　　　　t
計学の立場から見越費用の計上として期間損益計算の正確化のための絶対的

な要請とされ，会計実務の立場からも税法上の取扱とも相まってその統一的

取扱が要望された。そこで引当金の計上を認めるとともにこれが計算書類上

〈2）上田明信稿

（3）上田明信稿

前掲試案解説，商事法務研究，190号，ll頁。

前掲試案解説，ll頁。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
の取扱いについて所要の定をすることとしたといわれている。

　試案はいわば準確定債務ともいうべき条件付債務や金額ネ確定債務の計上

のみを認める立場であり，はたして期間損益計算を正解するやは野台であっ

た，これに対し37年改正法287条の2は特定の支出または損失に備えるとい

う条件さえ充にされるならば引当金設定の目的に何等の制約を設けておら

ず，引当金の計上は各企業の自由とし，ただ設定した場合にはその目的を明

らかにすることを要求しかかる引当金の合目的性，合理性の判断は最終的に

は株主総会の判断に委ねられることになった。　さらに目的外の使用はその理

由を損益計算書に記載すべきものとし，目的外使用を承認するかも株主総会
　　　　　　　　　　　　　（5）
・の決定によらしむる趣旨であると解されている。これによる引当金計上の濫

用はその公表とこれを株主総会の承認にかからしめることで抑制し得るとい

うことになる。しかしかくては負債性引当金の範囲をこえ，留保利益の性質

を有するもの．も引当金と認められ秘密準備金の積立を禁止する立法趣旨に反

しまた株主総会における抑制も実際的効果を期し難い。結局利益性引当金，

評価性引当金及び負債たる引当金を除いた負債性引当金としての要伴を備え
　　　　　　　（6）
たものに限られると解すべきである。

　　　　⑤利益配当

　企業会計原則によれば当期未処分利益剰余金つまり繰越利益剰余金期末残

高と当期純利益の合計額が処分可能利益の限度額である。26年の調整意見書

も33年の東商意見書も利益配当にはふれていない。

　試案は，純財産額から資本金，法定準備金及び開業費・開発費・試験研究

費の超過額を控除した額を配当可能限度額とした。

（4）吉田昂・上田明信・味村治稿商法計算規定要綱遂条解説，企業会計，37年3月

　号，101頁。

（5）　田中誠二・久保欣哉共著　新株式会社会計法，中央経済社，286～6頁：。

〈6）蓮井良憲稿・287条の2の引当金大森忠夫・矢沢【享共編，注釈会社法（6）株式会

　社の計錐，有斐閣，189～190頁。
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　計理体系委員会意見書は，公正妥当な企業会計の原則によって作成した貸

借対照表上の利益額から配当制限を要すべき金額を減ずるという方式による

べきであるとした。35年の東商意見書も経団連意見書も利益配当にはふれて

いない。

　試案及び37年改正法における配当可能利益は純財産額から資本金及び法定

準備金を控除する形で算出することを規定したが，このように純財産に基づ

いて算出する方法をとらず，企業会計原則に従って収益費用対応方式による

期間損荘計算と繰越利益剰余金計算に基づいて算出する方法をとるには収益

・費用或は繰越利益剰余金増減項目の規定を法律的な条文にまとめあげる上．

で極めて大きな困難に逢着し未処分利益剰余金の計算を配当可能利益の算定．

に反映させる法的規制は，結局会計処遜はすべて健全な企業会計の基準によ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
らねばならないという条文を設ける方式をとらざるを得なくなる。そこで37

年改正法の290条の形式を一応是認した上で検討しなければならない。純財

産額から資本：金及び利益準備金とともに控除されるのは288条の2の資本準．

備金に限定されるから，資本準備金以外の資本剰余金はその発生のつど損益

計算書の特別損益の部を通過し当期利益に包摂せしめられ貸借対照下上の利
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
益の構成分子として利益配当財源たり得る。会計理論上評価剰余金・贈与剰

余金には資本剰余金である場合があるがそれは当然配当司能利益から除外さ

るべきである。37年改正法は利益の配当において資本の配当を看過すること

になり，商法上の資本・利益の区別は会計理論上の区：別と相違することが腸
　　　　（3）
白にされ．たといえよう。

　純財産額から資本金とともに控除きれるのは法定準備金であって任意準備

金は控除されないから，商法上の配当司能利益は当期に獲得された利益と過

去の留保利益の合計額である。過去の留保利益を当期に取崩して分配するこ

（1）　江村稔稿　商法の一部を改正する法律案要綱の基本問題，企業会計，37年3月号

　工08頁。

（2）　田中誠二，・久保欣哉共著　新株式会社会計法，中央経済社，359頁。

（3）　木村重義稿　利益配当と分配可能利益，企業会計，37年4月号，工36頁。

　　　　　　　　　　　　　　一　124　一



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商法の計算規定について　399

とは許され得ることであるから，純財産額から資本金と法定準備金を控除し

た額を限度として配当可能利益を規定することは差し支えないわけである

が，しかし当期の利益と過去の留保利益の区別が明らかにされない。もっと

もこの点については商法は計算書類規則に譲ったともいえる。

　企業会計原則では，前期繰越利益剰余金に当期業績外損益を加減しそれに

当期業績利益を加えて未処分利益剰余金を算出レているので，企業会計原則

における処分司能利益の中にも過去の留保利益が含まれている。期間損益計

算の独立体制上，利益剰余金の変動に関する取引は資本剰余金の変動に関す

る取引ならびに資本金の変動に関する取引とともに資本取引の範疇に属する

もので，期間損益計算とは別個の計算領域を形成するものである。この異な

る次元の計算領域が単一の計算領域として交錯しているところに企業会計原
　　　　　　　　　　（4）
則の会計構造の欠陥があると指摘されている。

　37年改正法は開業費・開発費・試験研究費の合計額が法定準備金の合計額

を超過するときはその超過額をも純財産額から控除しなければならないこと

とした。この点についての理由として，試案は繰延資産を認めることは企業

及び株主の利益になるが，開発費等を繰延資産とすることは不確実な資産を

認めることになり，かつその金額が巨額になることもあり，開発費等の内容

は必ずしも明確であるとはいえないので会社の恣意に流れる危険がある。こ

れは債権者の利益を害することになる。そこで一方では開発費等の繰延を認

めて損益法の立場で会計処理をなし得る途を開くとともに他方において少な

くとも資本金に相当する開発費等の繰延資産を除く純財産がなければ配当し

℃はならないこととして債権者の利益を保護したと説明している。（試案第7

繰延資産〔理由〕）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　企業会計原則注解12も連続意見書第5もともに，支出もしくは役務の効果

が将来に発現すると期待される場合に収益との対応関係を重視しているが，

結果的に失敗に帰した開発費等については，効果の発現という繰延経理の根

　（4）片野一郎著　日本財務諸表制度の展開，同文館，235頁。
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拠がなくなり費用の繰延ではなく損失の繰延となるから，商法が開発費等を

真正な資産とは老えないことにも一理があるといわねばならない。

　商法が開発費等を真正な資産と認めず配当制限を加えるのであれば，資本

準備金と利益準備金の合計額をこえる超過額を純財産額から控除するのでは

不充分ではなかろうか。資本準備金は株主の出資またはその変形物としての

広義の払込剰余金に限定されているから，資本金と資本準備金の合計額に相

当する開発費等を除く純財産額がなければ債権者の利益は保護されないと考

えるのが商法に即した解釈であろう。従って商法の債権者保護の考え方から

すれば，利益準備金をこえる超過額を純財産から控除することが趣旨にかな

うのではないかと思われる。

5　む　　す　　び

　株式会社会計に対する商法の規制は，戦前においてはもっぱら債権者保護

を目的として行なわれていたとみることができる。株主は株式会社を構成し

ている社員であるから自ら損益計算を行なうか或は使用人である経営者に代

って行なわせ自ら利益処分を決定できた。株主こそ株式会社の主人でありま

た株主の責任は有限責任に過ぎず，債権者は公表財務諸表によって会社の内

容を知り得るに過ぎないから，株主保護よりむしろ債権者保護が商法の主要

な課題であった。　ところが戦後は23年の改正によって株式の分割払込制度を

廃止しその結果25年の改正で授権資本，無額面株式の制度を導入し資本調達

の機動性を高めるための権限を取締役に与えた。25年の改正ではさらに取締

役会制度を設け会社経営についての株主総会の権限を取締役会に移した。株

主に対しては株主総会における決議要件を強化するとともに差止請求権，代

表訴訟，帳簿閲覧権等の総会外での監督的権利を強化し他面において株主総
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
会の権限を法定事項や定款で定めた事項に狭ばめた。23年改正，25年改正は

占領政策による改正ではあったが同時に大衆投資家の出現，大株主の法人化

　（1）　矢沢淳・鴻常夫共著　会社法の展開と課題，日本評論社，3～9頁。
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等による所有と経営の分離に基づく経営者支配を考慮して株主総会の権限を

縮少し同時に株主の地位の強化を図った改正であった。　ところが23年改正，

25年改正も前述のように会社の計算規定には手をつけなかったから，37年改

正で会社の計算規定に株主保護が盛り込まれることになった。財産評価にお

ける取得原価主義の採用，繰延資産の範囲の拡大，負債たる引当金以外の負

債性引当金計上の容認等は，期間を異にする株主の利害の調整を図ったもの

と理解できる。しかしながら商法においては債権者の保護は依然として主要

な課題であることに変りはないから，繰延資産の範囲の限定及び配当制限等

が，投資家に対する報告会計の基準である企業会計原則の要請とは調整され

得ずに残った。資本準備金以外の資本剰余金及び負債性引当金は，継続企業

における期間的な収益性と流動性を投資家に報告する基準としての企業会計

原則と，株主と債権者の利害を調整して配当可能な利益を限定する商法との

目的の相違から調整され得ずに残った問題ではなく，むしろ会計理論上の解

決されずに残っている問題である。企業会計原則と商法の計算規定は相互に

影響を受けながら修正され改正されてきた。

　本稿はもともと今回の企業会計原則修正案を検討しさらに企業会計原則の

性格そのものを考察するために企業会計原則と密接な関係にある商法の計算

規定を吟味したのである。

　また：本稿では商法の条文のみを取り上げたが，公表様式を定めた38年制定

の法務省規則にも言及しなければならない。さらに株式会社制度そのものの

性格についても考察しなければならないが，既に制限紙数を超過した：のでこ

れらについては後日論ずることにする。
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